
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 25 年 5 月 30 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）： 

本研究は，社会基盤技術の開発におけるシーズとニーズの乖離という古典的な問題に対し，

その生成過程を分析する既往理論モデルを臨床的に用いることで，良好な生活空間形成に向け

た新しい技術戦略論を提示することを目的とした．本研究の結果，社会基盤分野の技術開発に

あたって考慮すべき質的，構造的側面を明示的に考慮した分析モデルが提示された． 

 

研究成果の概要（英文）： 

This study has explored an alternative model for innovation strategy in infrastructure development. 

There has been a historical debate as to whether innovation in the infrastructure sector has responded to 

the contemporary societal needs. This study takes a constructivist turn in analyzing the process of 

technological innovation and diffusion. Attempts have been made to apply such a qualitative approach to 

prescriptive examination of the current issues on infrastructure such as public-private partnership and 

urban sanitation in developing countries.  
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１． 研究開始当初の背景 

生活空間創成に関わる既存研究領域は，技

術の発展をもたらし，自然現象・社会現象の

制御を通して社会生活の多くの問題を解決

してきた．しかしその一方で研究分野・技術

分野が細分化し，縦割りの弊害や硬直化の傾

向が指摘されている．研究代表者自身が再発

防止対策検討委員として関わった国土交通

省の水門設備工事官製談合，北海道開発局官

製談合等の事案においては，専門分化した技

術者集団の自己目的化した行為規範が明ら

かになった．一方で技術者・研究者集団が自

己の問題を抱えている間にも生活空間の課

題は益々多様化しており，かつその制約条件

は厳しさを増している．我が国における公共

投資は長期的に縮小の一途を辿っており，多

くの発展途上国では必要な基盤開発を実施

する財政的・技術的基盤が未だ脆弱である． 

 以上のような状況では，生活空間に対する

地域のニーズと活用可能な技術シーズを効

率的に結びつけ，様々な「事情」によって実

現していない新しい技術や制度の組み合わ

せを生み出すための戦略が求められる．その

ためには技術開発の社会過程に関する既往

研究の知見を臨床的に適用することで，従前

暗黙知であったニーズとシーズを繋げる行

為を明示化することが有効である．既往研究

においても，新たに開発された技術が社会に

普及し，その中で技術自体も変容していく過

程は「技術の社会的構築(Social 

Construction of Technology; SCOT)」をは

じめ数多くその対象として取り上げられて

きた．同種の社会過程を記述する主要なモデ

ルとして，ソシオテクニカル・システムやア

クター・ネットワーク理論などがあり，その

対象も古典的な発明から現代の大規模シス

テム設計まで広範に及んでいる．また公共サ

ービスの提供者である技術者とユーザーで

ある市民との利害が，各々の戦略的行動を通

して乖離していく現象を捉えるプリンシパ

ル＝エージェント関係のモデルも提唱され

ている．また生活空間におけるニーズとシー

ズの乖離については，理論研究だけでなく手

法論的な研究も既に多くの蓄積がある．主要

な例として科学技術専門家と社会との協働

促進手法であるサイエンスショップや，不確

実性を伴う技術導入を熟議的に評価するテ

クノロジーアセスメント等が挙げられる． 

 

２．研究の目的 

技術開発におけるシーズとニーズの乖離と

いう古典的な問題に対し，同現象が生じる過

程を分析する既往理論モデルを臨床的に用

いることで，良好な生活空間形成に向けた新

しい技術戦略論を提示することである． 

具体的には，下記の通りである． 

(1) 社会基盤分野における新技術が社会的

に定義され，受容されていく過程を SCOT モ

デルによって記述し，技術開発の利害関係者

がどのような目的を持って技術を創出し，異

なる目的意識がどのように相互で調整され，

どのような帰結をもたらしたのか，当初の需

要に応えたのか否か，について事例分析を行

う． 

(2) 公共投資の急激な削減と都市の空洞化

によって都市空間の機能的持続性を失いつ

つある地方都市において，社会基盤整備をは

じめとする公共・公益サービスに対する需要

を調査する．その結果，大きな需要があり，

かつ既存の技術シ―ズを活用すれば本来実

現可能であるにもかかわらず未だ実現して

いないサービスを明らかにし，シーズとニー

ズの乖離が生じる要因を明らかにする． 

(3) 途上国における生活空間形成および公

共公益サービスの向上に我が国の技術シー

ズを活用可能な事例を選定し，技術移転の実



 

態と効果を実証的に検証すると共に，その阻

害要因となる技術提供サイドと技術受入サ

イドの認識の差異や文化的要因を明らかに

する． 

(4) 上記(2),(3)からさらに少数の事例を選

定し，ニーズの発掘から普及，事業化の一連

のサイクルを促進・活性化させるための戦略

を提示する． 

 

３．研究の方法 

主に以下の 4 項目を実施した． 

(1) 過去の技術開発と普及に関する研究会

の開催 

(2) 国内地方都市における地域ニーズ・技術

シーズに係る課題の抽出を目的として

技術革新およびレジリエンスに係る現

地調査 

(3) ユーザーのニーズを反映した技術力が

適切に評価される事業スキームの理論

的検討 

(4) 発展途上国への都市衛生分野における

技術移転についての事例分析 

 

４．研究成果 

 本研究の成果の概要は下記の通りである． 

(1) 社会基盤分野の技術革新および技術ニ

ーズに係る研究会を開催し，事例報告を行っ

た．本研究会で取り上げた事例は下記の通り

である． 

①直列型自己切返し堆肥化プラント技術の

タイへの移転 

②エチオピアの農村における農業新技術の

社会的受容可能性 

③東日本大震災の橋梁復旧作業にかかる技

術的課題 

(2) 国内地方都市における地域ニーズ・技術

シーズに係る課題の抽出を目的として技術

革新およびレジリエンスに係る現地調査を

行った．対象地は下記の通りである． 

①沖縄県において，電源開発株式会社石川石

炭火力発電所とゴムシートによる表面遮水

工を採用した世界初の海水揚水発電所であ

る，同沖縄やんばる海水揚水発電所を視察し，

関係者への聞き取り調査を行った．本調査で

は，電力の安定供給という地域ニーズ先行型

の事例と，世界初の工法の採用という技術シ

ーズ先行型の事例との比較を行い，新規高度

技術の実用化に伴う問題点を検証した．(H22

年度) 

②東日本大震災に伴う水門・陸閘門の情報シ

ステム被害調査．沿岸部の水門・陸閘門等に

ついては，遠隔操作システムを含む新規技術

が消防団等の危険を回避できるか否かなど，

従来より多くの議論があった．本研究では，

被災時の水門操作と情報伝達を詳細に調査

し，技術導入の際に規定された運用方針と対

比させることによって，技術の受容性と実効

性に関する検証を行った．本研究では，被災

時の水門操作と情報伝達を詳細に調査し，技

術導入の際に規定された運用方針と対比さ

せることによって，技術の受容性と実効性に

関する検証を行った．調査結果は第 10 回人

間情報学会講演会および Nature Interface 

No.54 で発表された．主な対象地は，岩手県

宮古市田老地区，宮城県山元町，福島県いわ

き市である．(H23 年度) 

③民間企業の事業継続計画の検証．東日本大

震災で被災した大手精密機械企業の工場を

訪問し，被災時のオペレーションと工場の再

稼働に至るまでの復旧作業について聞き取

り調査を行った．調査では，マニュアルに拘

泥しない柔軟な役割分担，本社グループおよ

び海外生産体系との協調・連携，地域協力企

業の迅速な復旧作業開始を可能にする交

通・通信ネットワークの存在等についての重

要性が指摘された．（平成 23 年度） 



 

(3) 公共事業における民間企業の技術提案に

関する理論的検討：現在の日本のPFI事業にお

いては民間企業からの技術発案が少ないこと

が問題点として挙げられている．本研究では

PFIの民間事業者からの提案に付与しうるイ

ンセンティブをオークション理論によって定

式化し，社会的帰結に関する分析を行った．

本研究の成果は土木学会論文集F4に掲載予定

(2013年)である． 

(4) 発展途上国における革新技術普及につい

ての事例分析： 

インド国において現地調査を実施し，衛生

分野で先駆的な活動を行っている非政府組織

を訪問した．本調査では，トイレの技術開発

とその普及に付随した社会的変容可能性を分

析した。調査の結果，技術開発が社会に変容

をもたらすとともに，文化や社会が技術に影

響を与えるという技術と社会の双方向的な影

響構造を明らかにした。また，技術普及にお

ける教育・保健プログラムの実施等を組込ん

だ包括的アプローチの重要性，官民協調の有

効性等，Social Construction of Technology

モデルを分析視角として課題を整理した(平

成22年度)． 

平成23年度には，大都市デリーのスラム地

域に住む住民によって，トイレや野外排泄等

の習慣がどのように認知されているかを構築

主義的アプローチによって明らかにした．本

調査では現地調査によって住民がトイレにつ

いて語る言説をデータとして収集し，系統的

に表出する特徴的な言語表現を明らかにする

ことに成功した．(平成23年度) 
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